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全国の中小企業の商品・サービスをお探しの企業様へ 地域活性化パートナー事業ガイドブック

一緒に!



新たな事業を展開する中小企業にとって、市場ニーズの把握、企画・
開発した商品やサービスの市場での評価、マーケティング、大都市
圏での販路開拓などが、極めて重要な課題となっています。

中小機構では、大都市圏や全国規模で活動する小売・卸売などの
流通業、ITサービス業、メディア、観光業関連等の企業・団体に「地
域活性化パートナー」として協力をいただき、新商品や新サービス
の開発を行う中小企業に対し、パートナーの知見・ノウハウを活か
した市場評価やマーケティングに関するアドバイス、販路開拓に係
るビジネスマッチング支援を行っています。

日本各地の優れた中小企業の
情報をご活用ください

地域活性化パートナー事業

中小機構は、中小企業の地域の特徴を活かした
新商品・新サービスの開発と販路開拓を支援して
います。主な新商品は、加工食品、雑貨、繊維製品・
アパレル、インテリア、健康・福祉、観光サービス、
IT。（日本全国で3500社規模の企業群）

パートナー企業としてご協力いただきたいこと

・ 展示会、商談会、販売会での出展機会のご提供
・ パートナー企業の媒体への掲載、情報発信
・ 機構主催の展示・商談会等への参加

パートナー企業登録　4つのメリット

1 自社のネットワーク拡大

・ 商品やサービスに対するアドバイス（対面・オンライン）
・ 機構主催の展示会や商談会での評価シートの記入
・ 中小企業向けセミナーの講師として登壇

▶　商品力向上につながるアドバイスや評価

▶　販売促進につながる機会の提供

▶　中小機構との共同企画の開催

・ 日本各地の新たな取引先を探せます
・ 自社の活動を中小企業やパートナー企業へ発信することができます

・ 地域内でしか知られていない未知の商材やこだわりの商品に出会えます
・ 商品開発のヒントを得たり、共同開発のきっかけづくりにも生かせます

・ メールマガジン配信（月1回）
・ 地域の商品情報の提供 
・ 中小企業の商品を集めた、バイヤー向け内覧会への招待
・ パートナーが一堂に会する会議（年1回）への招待

・ 地域中小企業の成長支援に協力することで、
　地域活性化事業やCSRの取り組みを促進することができます

2 自社の商材発掘に

3 地域企業の情報収集　

4 CSRの取り組み推進
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・ 中小企業からの商品提案機会の提供



中小企業者

自治体、金融機関、商工会・商工会議所、
よろず支援拠点 等

支援対象
消費財の製造、販売を行う中小・小規模事業者

パートナー企画には3つのカテゴリーがあります

企画の周知／サポート／新たな連携

中小機構  パートーナー制度（本部）

支援機関

中小機構  地域本部

連携／パートナー企画の立案

地域活性化パートナー企業

販路開拓を志向する地域の中小企業に対し、市場
評価・マーケティング・販路開拓等に関する支援
メニューを展開。

全国規模で活動する流通業・情報サービス業・観
光業関連業の企業や団体を「地域活性化パート
ナー」として登録

中小企業とのマッチング　
（中小企業からの商品提案）

・ プライベート展示会における出展枠の設定や出展料割引
・ イベント（コンテストなど）参加料割引
・ サービス利用料割引

貴社のサービス・事業の
利用時の優遇策の提供

・ 「虎ノ門オンラインアドバイス」でのアドバイザー
・ ギフトショーなど展示会会場での巡回商品評価
・ 「ヒットをねらえ！地域のおすすめセレクション」来場および商談参加
・ デジタル対応やSDGsなどのセミナー講師

中小機構の商談会、
相談会、セミナー等への協力

地域支援機関が主催する商談会、
相談会、セミナー等への協力

・ 貴社の商材発掘（取扱い商品募集）、OEMなどのパートナー募集の
   ツールとして実施
・ 商品やパートナー募集は、全国対象、対象地域限定が可能
   （貴社のテーマや目的に基づき対象企業を設定）

地域活性化パートナー制度の概要
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中小企業者への支援内容 2008年の事業開始以来、約300企画を開催し、
延べ8,000社以上の中小企業に活用いただいています。
（2023年3月現在）

パートナー企業に所属する現役バイヤー等による、商品の評価、商品開
発についての実践的なアドバイスを実施しています。
▶ 虎ノ門オンラインアドバイス
▶ 展示会と連携した巡回アドバイス
　（GiftShow、FOODEX、ダイエット＆ビューティーフェア等）

新たなステージに挑戦する企業に向けたウェビナーや講座等を実施して
います。
▶ 各種ウェビナー（SNS活用、海外販路開拓、観光等）　　
▶ D2Cスタート講座

パートナー企業が運営するクラウドファンディングやポップアップストア
等を活用できます。
▶ クラウドファンディング（CAMPFIRE、マクアケ等)　
▶ ポップアップ（JR東日本、丸井等)

パートナー企業への様々な商品提案企画の実施や、中小機構及びパー
トナー企業が運営する展示・商談会への出展サポートを行います。
▶ 展示商談会「ヒットをねらえ！地域のおすすめセレクション」
▶ プライベート展示会／五味商店、シーズコア等

パートナー企業の発行する商品カタログ誌や、運営するECサイトへの
商品掲載をサポートします。
▶ ECライブコマース（Delight、マルシェルbyGoo、コレイヨ等）
▶ カタログ通販（通販生活、高島屋ローズキッチン等）
▶ テレビ通販（ジュピターショップチャンネル）

パートナー企業の実施するコンクールや、運営するメディア等を活用し
たPRをサポートします。
▶ コンテスト企画（料理王国100選、調味料選手権、食べるJAPAN 美味アワード等）
▶ インフルエンサーマーケティング（トリドリ、SOCIALPORT）
▶ メディア活用（モノマガジン、共同通信ピー・アール・ ワイヤー）

海外バイヤー、国内輸出商社とのマッチングを通じ、海外展開に挑戦す
る企業をサポートします。
▶ 海外バイヤーマッチング（Fuji Mart Corp.、Japan Centre Group Limited等）
▶ 輸出商社マッチング（国分グループ本社、日本アクセス等）
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地域活性化パートナー制度の概要

バイヤーと
繋がりたい方

有力な販売ツールを
活用したい方

効果的に
PRをしたい方

海外へ販路を
拡大したい方

業界のプロの意見を
聞きたい方

新たなステージに
挑戦したい方

お客様の意見を
聞きたい方
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発
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パートナー企画の実施例

販路開拓サポートDAY
実施予定のパートナー企画を周知するための
オンライン説明会

パートナー企業担当者から 直接企画の趣旨や応募要件等を説明し
てもらう、オンラインライブ形式の企画説明会。企画説明だけでな
く、中小機構の施策紹介やウェビナーも同時開催することで、参加
事業者をサポート。

〈2022年実績〉
▶ 夏と秋に2回開催、35企画をご紹介
▶ 参加者 ： 中小・小規模事業者及び支援機関担当者
▶ 延べ2000人超が視聴

虎ノ門オンラインアドバイス
現役バイヤー等（地域活性化パートナー企業）から31回
45分、無料でアドバイスが受けられます

中小機構の専門家がコーディネートし、各分野のプロ（アドバイ
ザー）が商品開発、販路開拓についてワンポイントアドバイスを
実施します。通年実施、アドバイス件数約200件、満足度99％
（2022年度実績）

相談
アドバイス

連携
申込

コーディネート
オンライン接続

アドバイザー

中小機構コーディネーター

相談者（中小企業）
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〈相談テーマ〉
▶ 商品開発　商品の評価・ブラッシュアップ、
　　　　　　ターゲットの設定、
　　　　　　販売価格の設定

▶ 販路開拓　PRツールの検討、
　　　　　　販売チャネルの選定、
　　　　　　SNS・メディア活用

企画詳細は
こちら



ヒットをねらえ！
地域のおすすめセレクション

会場には商品のみを展示し、出展者は来場者（バイ
ヤー）とオンラインにて商談を行う「リアルとオン
ラインのハイブリッド型展示会」として年1回開催。

2021年1月、コロナ禍における販路開拓支援として、初
開催。来場バイヤーから、「自分のペースで実際に商品を
見た上で 、 気になった企業とはオンラインでじっくり商 
談できる効率的な展示商談会だ」と好評を得ました。遠
方の中小企業や女性担当者からは「初めて東京の展示会 
に参加できた」という声も寄せられ、地域格差（目標10）
やジェンダー平等（目標5）といったSDGsの社会課題に
対応できる開催形式であることから、翌年もハイブリッ 
ド型での開催を継続。2021年3月に中小機構が掲げた
「中小企業SDGs応援宣言」に基づき、全国のソーシャル
グッドな商品を集め、 来場バイヤーと中小企業の出会い
をサポートしています。

ヒットをねらえ！2023実績　　［会期］ 展示会 2023年2月2日～3日　オンライン商談期間 2023年1月30日～2月10日　　
［会場］ 虎ノ門ヒルズ ５Aホール      ［出展者］ 130社（雑貨63社、食品56社、観光11社）      ［参加バイヤー］ 434名      ［商談件数］ 363件

［出展者］
● ターゲットに響く売り方を学び、経験豊富なバ
イヤーのアドバイスも得られた

● 初めての展示会も準備セミナーで安心。中小機
構の専門家のアドバイスで売り方も工夫できた

● 作り手の思いを大切にし、支援しようと考えて
くれるバイヤーさんが多く、励みになった

出
展
者
、バ
イ
ヤ
ー
の
声
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パートナー企画の実施例

［来場バイヤー］
● 他ではお目にかかれない商品群が魅力的。オンラインで
すぐに生産者とつながれて有意義

● ソーシャルグッドをベースに、より洗練され、磨きのかかっ
た商品が集まっていた印象

● 意欲的な地方メーカーとバイヤーをつなげる有意義で可
能性のある展示会だと感じた



中小機構は、我が国で唯一の中小企業政策
全般にわたる総合的な支援・実施機関です

［所在地］   東京都港区虎ノ門3-5-1  虎ノ門37森ビル

［根拠法］   独立行政法人中小企業基盤整備機構法

［主要拠点］   本部（東京）、地域本部（9ヶ所）、中小企業大学校（9校）

［資本金］ 1兆2098億4451万4469円（2023年2月1日現在）

［役職員］ 役員 13名（2022年4月1日現在）　

            職員 779名（2022年4月1日現在）
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中小企業の経営課題に応じた幅広い支援メニュー

BusiNest/TIP*S ▶ 新しいアイデアを磨く方や創業者・創業期の企業のためのビジネス拠点
インキュベーション ▶ インキュベーションマネージャーによる経営相談、産学官金連携等もサポート
FASTAR ▶ ベンチャー企業の資金調達や事業提携に向けた伴走型の短期集中型アクセラレーター (成長加速化)支援

事業の

創出

事業の

発展

ハンズオン支援 ▶ 個別の経営課題を解決するために、月2回程度専門家を派遣し、企業内のプロジェクトチームの活動
　　　　　　　　　に対してアドバイス

海外展開支援 ▶ 海外展開を検討する段階から、海外事業計画作成、海外進出まで、様々なメニューにより支援

販路開拓支援 ▶ ビジネスマッチングサイト「J-GoodTech」、地域活性化パートナー制度、EC支援等、販路開拓をサポート

事業の

継続

事業承継・事業引継ぎ ▶ 中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部として後継者不在企業の事業引継ぎをサポート
事業再生 ▶ 中小企業再生支援全国本部として中小企業の再生をサポート
連携事業継続力強化計画 ▶ 自然災害や感染症流行など、事業継続に支障となる事態への備えをサポート

経営相談

人材育成

共済制度

経営相談（対面相談、オンライン相談） ▶ ビジネスプラン、資金調達等、様々な経営課題に対し各分野の経験豊富
な専門家がアドバイス

中小企業大学校研修 ▶ 全国９ヶ所の中小企業大学校や地域本部において、各種研修を通して人材育成をサポート
ＷEBee Campus ▶ Web会議システムにより職場にいながら受講できる研修を提供
サテライト・ゼミ ▶ 全国各地の支援機関や金融機関等と連携し、少人数参加型の研修を実施

小規模企業共済　　　倒産防止共済（経営セーフティ共済）

経営革新等支援機関
金融機関
中小企業診断士・税理士等

商工会議所
商工会

中小企業団体中央会

地方公共団体
都道府県等中小企業支援センター
政府系機関

よろず支援拠点
事業承継・引継ぎ支援センター

中小企業活性化協議会

経済産業省
中小企業庁 中小企業中小機構



登録対象の企業の条件について

上記の登録条件および「パートナー企業としてご協力いただきたいこと」をご確認のうえ、
パートナー企業登録をご希望いただける場合は、下記の連絡先へメールにて「企業名」「業
種」「企業URL」「ご担当者情報（名前・電話・メールアドレス）」をお知らせください。詳細に
ついて、追ってご連絡を差し上げます。なお事業内容や提案内容によって、ご要望にお応
えできない場合もございます。

連絡先

独立行政法人中小企業基盤整備機構 経営支援部 企業支援課 

renkei@smrj.go.jp

お問い合わせ先 ： 独立行政法人中小企業基盤整備機構  経営支援部  企業支援課
〒105-8453 東京都港区虎ノ門3-5-1虎ノ門37森ビル  TEL ： 03-5470-1524

登録方法のご案内

＊「地域活性化パートナー宣言」
▶ 地域の中小企業による新商品・新サービスの事業化及び促進に向けた取り組み企画
　を提案し実行します。
▶ 中小企業の経営環境に配慮し、対等な立場で協力を行い、相互利益を目指します。
▶ 中小機構と密接な連携の下で活動を行います。

4．反社会的勢力でないこと

1．海外販路や大都市圏・全国規模で活動する流通業（小売・卸売）、
       ITサービス業、メディア、観光業関連の企業・団体

2．その他、中小機構が認める企業・団体（地域規模で有力な販路を持つ
       中堅企業や専門性の高いサービスを提供する企業など

3．地域活性化パートナー宣言＊へのご賛同

地域活性化パートナー制度
募集中の企画は中小機構のサイトでご覧いただけます▶


